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 歳　　　　　入
（単位：円）

款 項 予    算    現    額 調       定       額 収    入    済    額 不  納  欠  損  額 収  入  未  済  額
予  算  現  額   と
収入済額との比較

  1  分担金及び負担金 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0 0

  1　負担金 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0 0

  2  財産収入 5,000 1,172 1,172 0 0 △ 3,828

　1　財産運用収入 5,000 1,172 1,172 0 0 △ 3,828

  3  繰越金 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0 △ 608

  1　繰越金 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0 △ 608

  4  諸収入 4,056,000 5,692,774 5,692,774 0 0 1,636,774

　1  預金利子 20,000 1,645 1,645 0 0 △ 18,355

　2  雑　入 4,036,000 5,691,129 5,691,129 0 0 1,655,129

189,997,000 191,629,338 191,629,338 0 0 1,632,338

令和３年度 長野県地方税滞納整理機構 歳入歳出決算書

歳　　　　入　　　　合　　　　計
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 歳　　　　　出
（単位：円）

款 項 予     算     現     額 支  　出  　済 　 額 翌  年  度  繰  越  額 不   　　用   　　額
予  算  現  額   と
支出済額との比較

　１　議  会  費 310,000 268,800 0 41,200 41,200

　１　 議  会  費 310,000 268,800 0 41,200 41,200

　２　総  務  費 189,187,000 184,218,636 0 4,968,364 4,968,364

　１　総務管理費 4,650,000 4,619,172 0 30,828 30,828

　２　徴 　税　 費 183,734,000 179,385,024 0 4,348,976 4,348,976

　３　選 　挙 　費 100,000 45,000 0 55,000 55,000

　４　監査委員費 322,000 115,080 0 206,920 206,920

　５　行政不服審査会費 381,000 54,360 0 326,640 326,640

　３　予　備　費 500,000 0 0 500,000 500,000

　１　予   備   費 500,000 0 0 500,000 500,000

189,997,000 184,487,436 0 5,509,564 5,509,564

歳入歳出差引残額　　       　  28,437,977 円7,141,902 円
内　基金繰入額         　　　            　       0円0 円

令和 ４ 年 ８ 月 23 日　提出
長野県地方税滞納整理機構
広域連合長　　　阿部　守一

歳　　　　出　　　　合　　　　計



　歳　　　　入 （単位：円）

区     分 金     額

1  分担金及び負担金 191,533,000 △ 14,783,000 0 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0

1  負担金 191,533,000 △ 14,783,000 0 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0

1  負担金 191,533,000 △ 14,783,000 0 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0

　１　負担金 176,750,000 176,750,000 176,750,000 0 0 　長野県以下78団体

5,000 0 0 5,000 1,172 1,172 0 0

1 財産運用収入 5,000 0 0 5,000 1,172 1,172 0 0

1 利子及び配当金 5,000 0 0 5,000 1,172 1,172 0 0

　１  利子及び 5,000 1,172 1,172 0 0  　財政調整基金預金利子　　　　　　

配当金

3 繰越金 10,000 9,176,000 0 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0

1 繰越金 10,000 9,176,000 0 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0

1 繰越金 10,000 9,176,000 0 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0

　１　繰越金 9,186,000 9,185,392 9,185,392 0 0 　前年度繰越金

4 諸収入 4,056,000 0 0 4,056,000 5,692,774 5,692,774 0 0

1 預金利子 20,000 0 0 20,000 1,645 1,645 0 0

1  預金利子 20,000 0 0 20,000 1,645 1,645 0 0

　１　預金利子 20,000 1,645 1,645 0 0 　預金利子

2 雑　入 4,036,000 0 0 4,036,000 5,691,129 5,691,129 0 0

1 雑　入 4,036,000 0 0 4,036,000 5,691,129 5,691,129 0 0

　１　労働保険料 35,000 30,259 30,259 0 0 　会計年度任用職員雇用保険料

　２　滞納処分費 4,000,000 5,660,700 5,660,700 0 0 　滞納処分費

  ３　その他 1,000 170 170 0 0

195,604,000 △ 5,607,000 0 189,997,000 189,997,000 191,629,338 191,629,338 0 0

令和３年度 長野県地方税滞納整理機構 歳入歳出決算事項別明細書

款 項 目 科   目   名

予　　       　    　　算　　　           　　現　　　　           　額

調    定   額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

2  財産収入

歳　　入　　合　　計

備               　　考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

継 続 費 及 び
繰越事業費繰
越財源充当額

計
節
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　歳　　　　出 （単位：円）

区      分 金      額

 １　議　会　費 310,000 0 0 0 310,000 268,800 0 0 0 41,200

 １　議　会　費 310,000 0 0 0 310,000 268,800 0 0 0 41,200

310,000 0 0 0 310,000 310,000 268,800 0 0 0 41,200

　1　報　　酬 155,000 153,600 0 0 0 1,400

41,000   8　旅　　費 91,000 90,200 0 0 0 800

 10  需 用 費 5,000 5,000 0 0 0 0

 11　役 務 費 20,000 20,000 0 0 0 0

△ 41,000  13　使用料及び 39,000 0 0 0 0 39,000

賃借料

 ２   総　務　費 194,794,000 △ 5,607,000 0 0 189,187,000 189,187,000 184,218,636 0 0 0 4,968,364

1 総務管理費 60,000 4,590,000 0 0 4,650,000 4,650,000 4,619,172 0 0 0 30,828

1 一般管理費 50,000 0 0 0 50,000 50,000 25,000 0 0 0 25,000

　１　報　　酬 30,000 20,000 0 0 0 10,000

　8　旅　　費 15,000 0 0 0 0 15,000

 10  需 用 費 5,000 5,000 0 0 0 0

2 財産管理費 10,000 4,590,000 0 0 4,600,000 4,600,000 4,594,172 0 0 0 5,828

4,590,000  24  積立金 4,600,000 4,594,172 0 0 0 5,828

2 徴　税　費 193,931,000 △ 10,197,000 0 0 183,734,000 183,734,000 179,385,024 0 0 0 4,348,976

1 税務総務費 143,860,000 0 0 0 143,860,000 143,860,000 140,610,595 0 0 0 3,249,405

 10  需 用 費 210,000 134,599 0 0 0 75,401

 18 負担金、補助 143,650,000 140,475,996 0 0 0 3,174,004

　　　及び交付金

2 賦課徴収費 50,071,000 △ 10,197,000 0 0 39,874,000 39,874,000 38,774,429 0 0 0 1,099,571

　１　報　　酬 9,520,000 9,334,580 0 0 0 185,420

（2月補正）

△ 10,197,000 　3　職員手当等 1,750,000 1,729,052 0 0 0 20,948

20,000 　４　共 済 費 1,560,000 1,550,652 0 0 0 9,348

　７　報 償 費 610,000 220,000 0 0 0 390,000

消耗品費

派遣職員給与等

顧問、会計年度任用職員報酬

会計年度任用職員社会保険料

顧問弁護士相談料等

会計年度任用職員期末手当

消耗品費

財政調整基金として積立

副連合長報酬

郵送料

議会会場使用料　　

議員費用弁償

消耗品費

備　　　      　　　　考

議員報酬

不 　用 　額
当初予算額 補正予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 　越   額

予備費支出
及び

流 用 増 減
計

節 継 続 費
逓次繰越

予　　       　    　　算　　　           　　現　　　　           　額

支 出 済 額 繰     越

明 許 費
事　故
繰　越

 １ 議　会　費

翌    年    度    繰    越    額

款項目 科   目   名



　歳　　　　出 （単位：円）

区      分 金      額

△ 350,000 　8   旅　　費 578,000 438,125 0 0 0 139,875 8 旅費

顧問等費用弁償 177,180

△ 397,000 △ 150,000  10  需 用 費 3,725,000 3,567,478 0 0 0 157,522 業務出張旅費等 10,520

県外出張　（研修旅費なし） 250,425

△ 6,200,000 880,000  11  役 務 費 14,103,000 14,088,524 0 0 0 14,476 10 需用費

光熱水費 1,031,273

△ 1,400,000 △ 380,000  12　委 託 料 1,850,000 1,800,837 0 0 0 49,163 消耗品費等 1,038,388

公用車燃料費 869,199

△ 2,200,000  13　使用料及び 5,798,000 5,776,284 0 0 0 21,716 定期刊行物等図書購入費 325,844

　　　賃借料 印刷製本費 298,232

△ 20,000  18　負担金、補助 380,000 268,897 0 0 0 111,103 食料費 4,542

　　　及び交付金 11 役務費

滞納処分関係手数料 7,861,520

通信運搬費 5,752,980

金融機関手数料等 272,090

公用車保険料 130,940

廃棄物処分費 18,600

その他役務費 52,394

12 委託料

事務室清掃委託 429,016

訴訟委任及び着手金・報酬金 799,161

徴収担当職員研修会講師派遣 ほか 572,660

13 使用料及び賃借料

滞納整理システム賃借料 2,112,000

公用車賃借料 1,297,560

有料道路通行料 1,160,655

パソコン等賃借料 868,560

複合機賃借料 176,593

公用車駐車場使用料 50,160

その他使用料 110,756

18 負担金、補助及び交付金

研修会参加負担金 232,000

非常勤職員児童手当拠出金 36,897
　

翌    年    度    繰    越    額

不 　用 　額 備　　　      　　　　考節 継 続 費
逓次繰越

支 出 済 額 繰     越

明 許 費
事　故
繰　越

款項目 科   目   名

予　　       　    　　算　　　           　　現　　　　           　額

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越   額

予備費支出
及び

流 用 増 減
計

 5
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　歳　　　　出 （単位：円）

区      分 金      額

3 選　挙　費 100,000 0 0 0 100,000 100,000 45,000 0 0 0 55,000

1 選挙管理委員会費 80,000 0 0 0 80,000 80,000 35,000 0 0 0 45,000

　1 報　　酬 50,000 25,000 0 0 0 25,000 委員報酬

  8　旅　　費 20,000 0 0 0 0 20,000 　

 10  需 用 費 5,000 5,000 0 0 0 0 消耗品費

 11  役 務 費 5,000 5,000 0 0 0 0 郵送料

2 広域連合議員選挙費 20,000 0 0 0 20,000 20,000 10,000 0 0 0 10,000

 10  需 用 費 10,000 0 0 0 0 10,000 消耗品費

 11  役 務 費 10,000 10,000 0 0 0 0 郵送料

4 監 査 委 員 費 322,000 0 0 0 322,000 115,080 0 0 0 206,920

1 監査委員費 322,000 0 0 322,000 322,000 115,080 0 0 0 206,920

　1　報　　酬 182,000 90,000 0 0 0 92,000 委員報酬

  8　旅　　費 125,000 10,080 0 0 0 114,920 委員費用弁償

 10  需 用 費 10,000 10,000 0 0 0 0 消耗品費

 11  役 務 費 5,000 5,000 0 0 0 0 郵送料

5 行政不服審査会費 381,000 0 0 0 381,000 54,360 0 0 0 326,640

1  行政不服審査会費 381,000 0 0 0 381,000 381,000 54,360 0 0 0 326,640

　1　報　　酬 346,000 38,400 0 0 0 307,600 委員報酬

  8　旅　　費 20,000 960 0 0 0 19,040 委員費用弁償

 10  需 用 費 10,000 10,000 0 0 0 0 消耗品費

 11  役 務 費 5,000 5,000 0 0 0 0 郵送料

3  予　　備　　費 500,000 0 0 0 500,000 0 0 0 0 500,000

1 　予　備　費 500,000 0 0 0 500,000 0 0 0 0 500,000

1 　予　備　費 500,000 0 0 0 500,000 500,000 0 0 0 0 500,000

195,604,000 △ 5,607,000 0 0 189,997,000 184,487,436 0 0 0 5,509,564歳 　　出 　　合 　　計

翌    年    度    繰    越    額

不 　用 　額款項目 科   目   名 備　　　      　　　　考
当初予算額 補正予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 　越   額

予備費支出
及び

流 用 増 減
計

節 継 続 費
逓次繰越

予　　       　    　　算　　　           　　現　　　　           　額

支 出 済 額 繰     越

明 許 費
事　故
繰　越



191,629

184,488

7,141

   (1) 継続費逓次繰越額 0

   (2) 繰越明許費繰越額 0

   (3) 事故繰越し繰越額 0

計 0

7,141

0

　３　 歳 入 歳 出 差 引 額

　４　 翌年度へ繰り

　　 　越すべき財源

　５　 実   質   収   支   額

　６　 実質収支額のうち地方自治法第233条の２

　　　 の規定による基金繰入額

実 質 収 支 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

区　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　　 　　　　　額

　1　 歳　 　入 　　総 　　額

　２　 歳　 　出 　　総　 　額
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                                               （単位：円）

１　公有財産

区　　　　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

土地及び建物等 該当なし 該当なし 該当なし

２　物　品

区　　　　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

事務用機械器具類 該当なし 該当なし 該当なし

（備考）取得時の価格が10万円以上の物品を対象とした。

３　債　権

区　　　　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

貸付金等 該当なし 該当なし 該当なし

４　基　金

区　　　　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

財政調整基金等 58,899,774 4,594,172 63,493,946

財　産　に　関　す　る　調　書



１　基金の概要

2　運用状況

預金利子

積立・取崩し

令和３年度　長野県地方税滞納整理機構　基金運用状況

定期預金
(八十二銀行)

目　　　的
（条例第2条）

長野県地方税滞納整理機構財政の健全な運営に資するため設置するも
の

(1) 経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合において、
当該不足額を埋めるための財源に充てるとき

(2) 災害により生じた経費の財源又は災害により生じた減収を埋めるため
の財源に充てるとき。

基金の名称 長野県地方税滞納整理機構財政調整基金

設置年月日 平成24年4月1日

根拠規定 長野県地方税滞納整理機構財政調整基金条例

現　　金 58,899,774

(3) 緊急に実施することが必要となった事業の経費その他必要やむを得な
い理由により生じた経費の財源に充てるとき。

(4) 長期にわたる財源の育成のためにする財産の取得等のための経費の
財源に充てるとき。

基金総額
（令和３年度末現在）

63,493,946 円

処分事由
（条例第7条）

区　　分 前年度末現在高 決算年度中増加高 決算年度中減少高 決算年度末現在高

有価証券 0

合　　計 58,899,774 4,594,172 0 63,493,946

4,593,000 4,593,000

58,899,774 4,594,172 63,493,946

1,172

4,594,172 63,493,946

1,172
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令和３年度 長野県地方税滞納整理機構決算 審査意見  

 

第 1 審査の対象 

    令和元年度長野県地方税滞納整理機構歳入歳出決算 

 

第 2 審査の時期 

    令和４年７月１日 

 

第 3 審査の方法 

    審査に当たっては、歳入歳出決算書及び同附属書類が関係法令に準拠して作成されているか

どうかを確認するとともに、これらの計数について関係諸帳簿及び関係資料を照合審査し、併せ

て関係職員から説明を聴取した。 

 

第 4 審査の概要 

 1 決算収支の状況 

    令和３年度の決算額は、予算現額 189,997千円に対して、歳入額 191,629千円、歳出額 184,488

千円で、予算現額に対する割合は、歳入 100.9％、歳出 97.1％となっている。 

    決算収支についての状況は、第 1表のとおりである。 

 

第 1 表  決算収支の状況 

                                    （単位：千円） 

              年   度 

区   分 
令和３年度 

予 算 現 額          Ａ 189,997 

歳 入 額         Ｂ 191,629 

歳 出 額         Ｃ 184,488 

形 式 収 支 （Ｂ－Ｃ）   Ｄ 7,141 

翌年度に繰り越すべき財源       Ｅ 0 

実 質 収 支 （Ｄ－Ｅ）   Ｆ 7,141 

予 算 執 行 率 
歳 入（Ｂ／Ａ） 100.9％ 

歳 出（Ｃ／Ａ） 97.1％ 

     

令和３年度の決算収支は、形式収支は 7,141千円の黒字で、翌年度に繰り越すべき財源はない

ので、実質収支においても 7,141千円の黒字であり、剰余金となっている。   
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 2 決算の状況 

(1) 歳 入 

歳入予算の執行状況は、第２表のとおりである。 

 

第 2 表 款別の収入状況 

                                      （単位：千円） 

款 科 目 予算現額 調定額 収入済額 
不 納
欠損額 

収 入
未済額 

予算現額
に対する
収 入 率  

収入済
額の構
成比 

1 
分担金及び 
負担金 

176,750 176,750 176,750 0 0 100.0% 92.2% 

2 財産収入 5 1 1 0 0 20.0% 0.0% 

3 繰 越 金 9,186 9,185 9,185 0 0 100.0% 4.8% 

4 諸 収 入 4,056 5,693 5,693 0 0 140.4% 3.0% 

計 189,997 191,629 191,629 0 0 100.9% 100.0% 

 

歳入の決算状況は、予算現額 189,997千円に対し、調定額、収入済額は共に 191,629千円で、

収入率は、100.9％である。 

 収入の内訳は、負担金（構成団体である市町村及び長野県からの負担金）176,750千円、財産

収入(利子および配当金) が 1千円、繰越金（前年度繰越金）9,185千円、諸収入（滞納処分費

等）5,693千円となっており、款別構成比率は、分担金及び負担金 92.2％、繰越金 4.8％、諸収

入 3.0％となっている。 

 

(2) 歳 出 

歳出予算の執行状況は、第３表のとおりである。 

 

第３表 款別の支出状況 

              （単位：千円） 

款 科 目 予算現額 支出済額 
翌年度 

繰越額 
不用額 

予算現額
に対する
執 行 率  

支出済
額の構
成比 

1 議 会 費 310 269 0 41 86.8% 0.1% 

2 総 務 費 189,187 184,219 0 4,968 97.4% 99.9% 

3 予 備 費 500 0 0 500 0.0% 0.0% 

計 189,997 184,488 0 5,509 97.1% 100.0% 

  

歳出の決算状況は、予算現額 189,997 千円に対し、支出済額は 184,488 千円で、予算現額 

に対する割合（執行率）は 97.1％、翌年度繰越額が 0 円、不用額は 5,509 千円となっている。 
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支出の主な内容は、議会費においては、議員報酬、旅費、通信運搬費等、また、総務費におい

ては構成団体からの派遣職員 17人の給与費等負担金、滞納整理システムの賃借料、滞納処分関

係手数料のほか、料金後納郵便料等の通信運搬費等に係る経費であり、支出済額の大部分は総

務費（構成比 99.9%）が占めている。 

 

   

３ 財政調整基金の運用状況 

  長野県地方税滞納整理機構では、長野県地方税滞納整理機構財政調整基金条例（平成 24 年条例

第１号）により、財政の健全な運営に資するため、長野県地方税滞納整理機構財政調整基金を設

置している。 

  基金の運用状況は、第４表のとおりである。 

 

第４表 基金の運用状況 

                                          （単位：円） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

      

    これまでも機構では、地方財政法の規定に基づき決算により生じた剰余金から基金への積み立

てを行ってきた。令和３年度においては、令和２年度の剰余金 9,185,392円から 4,593,000円を

積み立てた結果、預金利子(1,172円)と合わせ年度末現在高は 63,493,946円となった。 

 

 

第５ 審査の結果 

    審査に付された歳入歳出決算書及び同附属書類は、関係法令に準拠して作成されており、その

係数も正確であるとともに予算など財務に関する事務の執行についても適正に処理されている

ものと認められた。 

    財政調整基金についても、適切に保管されているものと認められる。 

 

第６ 監査意見 

（１）  令和３年度においては、新型コロナウィルス蔓延による影響を受ける中、限られた人員で徹

底した財産調査を行い事務処理を進めたが、過去最高の徴収率だった令和２年度には及ばず、

33.1％に留まっている。ただし、引受案件に係る完納件数及び完納率はいずれも過去を上回っ

区  分 
前年度末 

現在高 

決算年度中 

増加高 

決算年度中 

減少高 

決算年度末 

現在高 

現  金 58,899,774  4,594,172  63,493,946 

  定期預金 58,899,774  4,594,172  4,594,172 

    預金利子    1,172  1,172 

    積立・取崩し   4,593,000  4,593,000 

有価証券   0  0 

計 58,899,774  4,594,172 0 63,493,946 
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ていることは評価するものである。 

 

（２）  構成団体から移管される事案は件数、金額とも年々減少傾向にあり、機構の歳入の９割以上

を占める構成団体からの負担金に影響するほか、機構の事業規模や業務の在り方にも関わって

くるものと予想されることから、今後も動向に注視し、将来を見据えた検討をしていく必要が

ある。 

一方、財政調整基金の額が年々増えてきており予算規模に比べ多いものと考えられるが、以

前から滞納システムの更改等により不足する事業費を補うための資金と説明を受けている。上

記に併せて、その取扱いについても適切な運用が図られるよう要望する。 



 

 

 

令 和 ３ 年 度 
 

 

 

 

 

主要な施策の成果に関する報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県地方税滞納整理機構 
  



 

令和３年度 一般会計歳入歳出決算表 

 

歳 入                               歳 出                       （単位：円、％） 

区 分 

科 目 
決算額 構成比 

 

      区 分 

科 目 
決算額 構成比 

1 分担金及び負担金 176,750,000 92.2 1 議 会 費 268,800 0.1 

2 財産収入 1,172 0.0 2 総 務 費 184,218,636 99.9 

3 繰越金 9,185,392 4.8 3 予 備 費 0 0.0 

4 諸収入 5,692,774 3.0    

      

合  計 191,629,338 100.0 合  計 184,487,436 100.0 



 

科   目 予 算 現 額  決 算 額  主要な施策  施 策 の 成 果  

 

2 徴税費 

 1 税務総務費 

 

 

 

 

 

 

 2 賦課徴収費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

143,860,000 

 

 

 

 

 

 

39,874,000 

 

円 

 

140,610,595 

 

 

 

 

 

 

38,774,429 

 

 

 

人件費負担金 

 

 

 

 

 

 

滞納処分関係手数料 

 

 

 

 

 

 

 

滞納整理システム賃借 

 

 

1 施策の趣旨・目的 

   構成団体から職員の派遣を受け、事務局の執行体制の充実を図る。 

2 施策の実施状況 

  構成団体からの派遣職員（17人）の人件費相当額を負担した。 

事務局長 1人、総務課 1人、徴収第一課 8人、徴収第二課 7人 

3 執行額    140,475,996円 

 

1 施策の趣旨・目的 

不動産鑑定による適正な公売見積価額の算出、効果的な公売の実施に

より徴収金の確保を図る。 

2 施策の実施状況 

不動産鑑定士による鑑定書を参考に適正な見積価格の算出を行い、イ

ンターネット公売により多数の財産の換価を図った。 

3 執行額    滞納処分関係手数料    7,861,520円 

 

1 施策の趣旨・目的 

   滞納者情報の管理、関係帳票出力等のシステムにより、滞納整理業務

の迅速化及び効率化を図る。 

2 施策の実施状況 

  システムを有効利用することにより、引受事案の年度更新処理のより 

  効率的なデータ管理の徹底が図られた。 

3 執行額    滞納整理システム賃借料  2,112,000円 

2款  総  務  費 


